













The significance and impact of the 1950 Amendments
of the Commercial Code:





This article examines the negotiations and deliberatoins in the process of the amendments
of the Commercial Code in 1950. The article makes it clear that the 1950 amendments, by
introducing American ideas of corporation law, strengthened shareholder's rights and posi-
tions than any other past amendments. These amendments functioned as a check for the
power of directors, though the legislator didn't make this policy clear. These amendments, in
effect, modernized the Japanese corporation law, which has regulated the Japanese economy
for 50 years.
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25年、 26年、 30年(1955)、 37年(1962)、 41年(1966)、 49年(1974)、 56年(1981)、平成2年(1990)、 5年(1993)、
6年、 9年(1997)、 10年、 11年、 12年、 13年などに改正が行われた。
2)昭和25年商法改正の解釈や内容については松本桑治博士、鈴木竹雄博士、大隅健一郎博士をはじめとして多くの商
法学者が研究を行ってきた0 -方、改正経過、意義、位置づけに関しての研究としては次の論文・著書をあげるこ
とができるO北沢正啓「株式会社の所有・経営・支配」 (F岩波講座　現代法9』、岩波書店、 1966) 76頁～84貢、三
枝一雄「昭和25年商法改正の歴史的意義」 (法律論叢、明治大学、第46巻第1号、 1973) 69頁以下、鈴木竹雄-竹内




和26年商法改正関係資料-GHQ/S C PA文書から-」 (中京法学第31巻第2号～第31巻第4号、 1996-1997)、























































































ち、 ①株主の書類閲覧権(Stockholder's Right of Access to Books and Records)、 ②株式
の譲渡性(Transferability of Shares)、 ③議決権(Voting Rights) 、 ④資本増加(increase






























































































































































































































































41)田中耕太郎『改正商法及有限会社法概説』 (有斐閣、 1939) 43貢～53頁、前掲注2)北沢「株式会社の所有・経営・支
配」 71頁～76頁、三枝一雄『明治商法の成立と変遷』 (三省堂、 1992) 159頁以下、 281頁以下、藤井信秀「日露戦争
後の経済発展への対応-明治44年の改正-」 (前掲注2)浜田編『日本会社立法の歴史的展開』) 125貢以下、積木候-
「大正バブルの崩壊と経済的矛盾の露呈-昭和13年の改正・有限会社法の制定-」同書152頁以下、拙稿「明治44































































































50)宮島司「企業の国際化と会社法制」 (税経通信732号、 1997) 32頁以下。なお、株主の権利・地位が、ロエスレル商
法草案をはじめとして、明治23年旧商法、明治32年商法においてどのように規定され、明治44年商法改正、昭和13
年商法改正においてどのような変遷を辿ったのか。また、これらにどのようなことが影響したのか等、戦前の商法
における株主の権利・地位の状況と変遷については別稿を予定している
